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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、多文化教育の教材開発を行い、開発教材を実践にかけ、その教材開
発の有効性を検証し、その検証を踏まえ、開発した教材を再構築することであった。地域の多文化共生の在り方
を地域の結びつきや変容に着目しながら、多文化教育における教材開発の作成、過去に海を渡り世界の国々で移
民として暮らしてきた日本人移民や日系人から地域に根差した多文化教育の教材開発の試みの重要性、児童生徒
が地域の未来に関心をもち、積極的に地域社会に参画し、多様性の尊重及び社会正義の視点から考察することの
できる教材開発が求められることが明らかとなった。そこで、これらの知見を活かし教材開発及び実践を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop educational materials for 
multicultural education, put the developed materials into practice, verify the effectiveness of the 
materials development, and based on the verification, reconstruct the developed materials. The 
importance of developing educational materials for multicultural education rooted in the community 
from Japanese immigrants and people of Japanese descent, and the need to develop educational 
materials that enable students to be interested in the future of the community, to actively 
participate in the community, and to consider the future from the perspective of respect for 
diversity and social justice, became clear. The study also revealed that there is a need to develop 
educational materials that enable students to be interested in the future of their communities, to 
actively participate in their communities, and to consider issues from the perspective of respect 
for diversity and social justice.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、①多文化教育の教材開発及び授業実践に関する資料収集、②フィールド調査、③教材開発、④教材
実践を中心に行った。
研究全体を通し、単に多様性や差異性を尊重するだけでなく、マジョリティが労なくして得た特権性について気
づき、社会正義の実現をめざした、マジョリティである日本人生徒の意識の変容を促す多文化教育教材を開発
し、教材実践を重ねながら、「多様性の尊重」と「社会正義の実現」の２つを視点としながら、生徒の意識の変
容に迫る教材を再構築していくことの重要性が明らかとなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
グローバル化の進展に伴い、社会的・経済的にも国や地域の垣根を越えて、世界規模での関係
性が結びつきを強めている。一方、人々の諸活動が国家の枠組みを越えて地球規模で展開される
ようになり、トランスナショナルな人の移動が社会現象となっている。その結果、国家や地域に
おいて多文化化も進行している。 
これまでの多文化教育における授業実践では、様々な文化を有する人々の多様性や差異性を
理解し、受け入れ、尊重しようとする取り組みが多く行われてきた。しかし、単に多様性や差異
性を尊重するだけでなく、マジョリティが労なくして得た特権性について気づき、社会正義の実
現をめざした、マジョリティである日本人児童生徒の意識の変容を促す授業実践が、今後益々求
められている。 
 多文化教育は、1960 年代から 1970 年代のアメリカで展開したエスニック・アイデンティテ
ィのリバイバル運動や公民権運動を背景に生まれた。日本における多文化教育への関心は、1980
年代後半以降のグローバル化の進展によるニューカマーの増加に伴い、多文化的視点にたった
教育改革の必要性が認識されるようになったことによって高まった。それにより多くの自治体
では、在日外国人教育（多文化共生教育）のための「教育指針」や「指導の手引き」等が作成さ
れた。しかし、その実践においては文化の多様性や差異性に焦点を当てた脱政治化された異文化
理解学習に関する実践が多くみられる。 
これまでの日本における多文化教育の研究は主に理論的研究を中心とし、比較教育学や異文
化間教育学、教育制度学の分野を中心に制度的、政策的研究が多く行われてきた。なかでも、在
日韓国・朝鮮人であるオールドカマーや日系南米人をはじめとしたニューカマーの外国人児童
生徒の教育支援の問題を中心に実践・研究されてきた。実践的研究としては、多文化カリキュラ
ムの開発や理論を中心に、海外のカリキュラム開発を対象として、カリキュラムの構成原理やカ
リキュラム・デザインについて論じられることが多かった。近年の多文化教育研究では、「多様
性の尊重」にむけた教育だけではなく、多文化教育の本来の目的である差別や偏見、抑圧に立ち
向かい軽減し、平等で公正な社会の実現を志向した「社会正義の実現」のための理論や実践が模
索されている。例えば、社会系教科における多文化教育の理論と実践に関しては、森茂岳雄・川
﨑誠司・桐谷正信・青木香代子編著『社会科における多文化教育－多様性・社会正義・公正を学
ぶ－』（明石書店、2019年）がある。また、最新の研究動向を踏まえた多文化教育の理論と実践
については、森茂岳雄監修、川﨑誠司・桐谷正信・中山京子編著『国際理解教育と多文化教育の
まなざし－多様性と社会正義／公正の教育にむけて－』（明石書店、2023年）が挙げられる。特
に、『国際理解教育と多文化教育のまなざし』では、「多様性」や「社会正義/公正」の視点に立っ
た国際理解教育及び多文化教育の理論と実践に関する近年の内外の研究成果が収録されている。 
本研究は、このような日本における多文化教育研究の動向を踏まえたものである。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、多文化教育の教材開発を行い、開発した教材を実践にかけ、その教材開発の
有効性を検証し、その検証を踏まえ、開発した教材を再構築することである。 
 
３．研究の方法 
本研究では、第一に、地域の多文化共生の在り方を地域の結びつきや変容、持続可能性に眼目
した教材開発構想はどうあるべきか、第二に、学習者一人一人が多様性を尊重し、マジョリティ
の社会的な特権性を認識させるにはどのような教材を開発することが有用であるか、第三に、マ
ジョリティとマイノリティの間に、無意識の権力関係が存在していることに気付き、その打開策
を提案することができる教材をどのように開発すればよいかの３点を明らかにする。 
なお、以下の手順で研究を進める。 
①多文化教育における教材開発及び授業実践に関する資料収集 
 今までに蓄積された日本の学校教育における多文化教育の教材開発及び授業実践を中心に文
献収集を行う。 
②フィールド調査 
 外国人集住都市である静岡県浜松市や近年、外国人住民数が急増している静岡県袋井市等や
海外移住資料館（JICA 横浜）、ハワイ移民資料館（広島県広島市）等において、今現在の多文化
共生の状況を把握し、教材開発の手がかりとする。 
③教材開発 
 中学校・高等学校における総合的な学習の時間や教科学習において活用できる、多文化教育教
材を開発する。なお、アナログ及びデジタル教材を開発し、汎用可能な教材集を作成する。 
④教材実践 
完成した教材を、「国際理解教育ファシリテーター養成講座」（主催：浜松国際交流協会、共催：
はままつ国際理解教育ネット/JICA 中部）や教員研修等の中で実践し、教材の有効性について検
証し、教材の再構築に繋げる。 



 
４．研究成果 
①多文化教育における教材開発及び授業実践に関する資料収集 
今までに蓄積された日本の学校教育における多文化教育の教材開発及び授業実践を中心に文
献収集を行った。日本における多文化教育の研究は、これまで主に理論的研究を中心とし、比較
教育学や異文化間教育学の分野を中心に制度的、政策的研究が進められてきた。一方、実践的研
究として、カリキュラム開発・論がある。これらは、カリキュラム構成の原理やカリキュラム・
デザインを提言・提案する研究である。海外のカリキュラム構成の原理やカリキュラム・デザイ
ンに関する提言を、日本の学校教育おける多文化教育の教材開発及び授業実践の中で、カリキュ
ラムに具体的に応用・発展していくことの必要性が再確認された。 
②フィールド調査 
静岡県浜松市及び近隣の袋井市での多文化共生状況の調査、海外移住資料館（JICA 横浜）及
びハワイ移民資料館（広島市）における多文化教育教材作成のための資料・史料調査、津島市立
東小学校（愛知県）での総合学習「津島市 SDGs 未来都市プロジェクト」からの地域課題に根差
した多文化教育授業実践のための情報収集調査を行った。これらのフィールド調査から、地域の
多文化共生の在り方を地域の結びつきや変容に着目しながら、多文化教育における教材開発の
作成、過去に海を渡り世界の国々で移民として暮らしてきた日本人移民や日系人から地域に根
差した多文化教育の教材開発の試みの重要性、児童生徒が地域の未来に関心をもち、積極的に地 
域社会に参画し、多様性の尊重及び社会正義の視点から考察することのできる教材開発が求め
られることが明らかとなった。 
③教材開発 
中学校・高等学校の総合的な学習（探究）の時間や社会科及び地理歴史科、公民科において活
用可能な多文化教育教材の開発を行った。なお、参加型学習を用いた『多文化教育・国際理解教
育教材ヒントブック』（図１）をはじめとしたアナログ教材及びアニメーション（デジタル教材）
（図２）を開発した。 
④教材実践 
公益財団法人 浜松国際交流協会主催、はままつ国際理解教育ネット・ＪＩＣＡ中部共催の「国
際理解教育ファシリテーター養成講座 2023（入門編）」や特定非営利活動法人 八王子国際協会
主催の「国際理解教育講座」、浜松市中学校社会科研究部研修会の教員研修、JICA 中部主催の「開
発教育指導者向け 多文化共生研修」、静岡県内を中心とした県立高等学校における総合的な探
究の時間における講座など、教員や社会人、中学生、高校生を対象に教材実践を行った。これら
の実践を重ねながら、教材の有効性について検証し、教材の再構築に繋げた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１多文化教育・国際理解教育 
教材ヒントブック 

 
 
 
 
                     図２ アニメーション『多様性とは何か？』 
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